
 

 

議  案  第  ５１  号  

 

 

新居浜市市営住宅条例及び新居浜市市営活性化推進住宅条例の一部を改正

する条例の制定について  

 

新居浜市市営住宅条例及び新居浜市市営活性化推進住宅条例の一部を改正する条例を

次のとおり制定する。  

 

平成３０年６月４日提出  

 

新居浜市長 石 川 勝 行  

 

 

新居浜市市営住宅条例及び新居浜市市営活性化推進住宅条例の一部を改正

する条例  

 

（新居浜市市営住宅条例の一部改正）  

第１条 新居浜市市営住宅条例（平成９年条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

目次中「第７７条」を「第８０条」に改める。  

第７７条を第８０条とし、第７６条を第７９条とする。  

第７５条中「市営住宅」を「市営住宅等」に改め、同条を第７８条とする。  

第７４条中「市営住宅」を「市営住宅等」に改め、同条を第７７条とし、第７３条

の次に次の３条を加える。  

（指定管理者による管理）  

第７４条 市営住宅、改良住宅、特定公共賃貸住宅及びその他の市営住宅（次条から

第７８条までにおいて「市営住宅等」という。）並びに共同施設の管理は、指定管

理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者をいう。以下同じ。）に行わせることができる。  



 

 

（指定管理者が行う業務）  

第７５条 前条の規定により指定管理者に市営住宅等及び共同施設の管理を行わせる

場合に当該指定管理者が行う業務は、次のとおりとする。  

（１）入居者の募集に関する業務  

（２）入居、退去等の手続に関する業務  

（３）家賃及び駐車場の使用料の収納に関する業務  

（４）市営住宅等及び共同施設の施設及び設備の維持管理に関する業務  

（５）その他市営住宅等及び共同施設の管理に関し市長が必要と認める業務  

（指定管理者が行う管理の基準）  

第７６条 指定管理者は、この条例、この条例に基づく規則その他市長が定めるとこ

ろに従い、適正に市営住宅等及び共同施設の管理を行わなければならない。  

（新居浜市市営活性化推進住宅条例の一部改正）  

第２条 新居浜市市営活性化推進住宅条例（平成１５年条例第１１号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第３３条を第３６条とし、第３２条を第３５条とし、第３１条を第３４条とし、第

３０条の次に次の３条を加える。  

（指定管理者による管理）  

第３１条 活性化推進住宅及び共同施設の管理は、指定管理者（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同

じ。）に行わせることができる。  

（指定管理者が行う業務）  

第３２条 前条の規定により指定管理者に活性化推進住宅及び共同施設の管理を行わ

せる場合に当該指定管理者が行う業務は、次のとおりとする。  

（１）入居者の募集に関する業務  

（２）入居、退去等の手続に関する業務  

（３）家賃の収納に関する業務  

（４）活性化推進住宅及び共同施設の施設及び設備の維持管理に関する業務  

（５）その他活性化推進住宅及び共同施設の管理に関し市長が必要と認める業務  

（指定管理者が行う管理の基準）  



 

 

第３３条 指定管理者は、この条例、この条例に基づく規則その他市長が定めるとこ

ろに従い、適正に活性化推進住宅及び共同施設の管理を行わなければならない。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

提案理由  

市営住宅等及び市営活性化推進住宅等について、指定管理者制度を導入し、指定管理

者に管理を行わせることができるよう必要な事項を定めるため、本案を提出する。  

 




